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中小規模法人における健康経営推進への課題
――法人規模別の実態調査から――
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　本研究では，法人規模別の健康経営に関する実態調査の結果から，特に健康経営の取り組みが困難
とされている中小規模法人への導入課題について検討することを目的とした。従業員が 3名以上 50
名以下の法人における経営者を対象とするWEB調査を実施し，小規模法人（240社），中規模法人（91
社）の健康経営への取り組みについて，企業規模別に検討を行った。その結果，健康経営の取り組み
状況として，全項目において中規模法人よりも小規模法人の実施率が低いことが示された。健康経営
に関わる項目の中でも，実施率が高かったのは「経営者自身の健診受診」であったが，中規模法人で
も 57.1%，小規模法人では 33.8%に留まっていた。これらの結果から，中小規模法人における経営者
の健康意識を高めていくことが最も重要であり，トップダウンの働きかけによる従業員の健康保持，
健康経営の推進が求められる。
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問題と目的
　近年，従業員の健康管理を戦略的に実施する経営
手法として，健康経営が注目されている。健康経営
は，従業員の健康管理を目的にさまざまな方策を戦
略的に実施する経営法であり，Figure 1に示すように，
従業員の健康管理（投資）によって健康度が増大す
れば，仕事のパフォーマンスが向上し，さらに仕事
への満足度が増すとともに離職や休職が減り，結果
として企業のイメージが高まり，優秀な人材の確保，
医療保険費の減少，収益の増大，健康に向けた方策
の充実が実現することを目指している（経済産業省，
2024）。
　経済産業省は 2014年以降，健康経営優良法人制度
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Figure 1　
健康経営が示す円環プロセス
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を通して企業の健康経営に対する取り組みを推し進
めているが，認定を受けているのは大規模法人に偏っ
ている傾向にある。2025年の「健康経営優良法人（中
小規模法人部門）」の認定件数は，前年度比 19％増
で 19,832法人であった（経済産業省，2025）。しかし
これは，中小規模法人全体数の 0.7％相当であり，資
産や人員的な側面からも，健康管理に割ける企業体
力が不足している法人が多い現状にあると言える。
　日経新聞社（2023）によると，就職活動および転
職活動を行っている者を対象に行われた「働き方に
関するアンケート」の結果では，「健康経営優良法人」
の認定を取得しているかどうかが，就職先を決める
際の決め手として，「もっとも重要な決め手となる」
および「重要な決め手の一つとなる」と回答した者
の割合は 60.4％であり，働く職場に望むものとして
「心身の健康を保ちながら働ける」と回答した者の割
合は 54.6％と，健康経営は企業の人材確保の観点か
らも有効であることがうかがえる。
　従業員の健康関連項目と企業利益との関係性につ
いては，喫煙者の割合が高いほど企業利益を減少さ
せ，睡眠による休息が取れている人の割合が高く，
運動習慣がある者の割合が高いほど企業利益が高ま
ることが報告されている（Yano et al., 2022）。また，
経済産業省が実施している「健康経営度調査」を用
いた分析からは，睡眠により十分な休養が取れてい
る従業員の割合が増加すると，離職率が軽減され，
メンタルヘルス関連の欠勤率が減少することが示さ
れた。また従業員の運動習慣の割合が増加すると，
メンタルヘルス関連の欠勤率が減少することが明ら
かとなっている（Fujimoto et al., 2024）。これらのこ
とから，健康経営の推進は，企業利益の向上やメン
タルヘルス関連の離職率・欠勤率の低減に有効と考
えられている。
　また，健康経営に取り組む企業には，融資優遇制
度や国への補助金申請時の加点が行われるなど，金
融面からも従業員の健康増進と企業価値の向上を支
援する枠組みがある（健康優良法人認定支援サービ
ス，2024）。
　日本企業の 99.7％は中小規模法人であり，日本の
労働力はこれらの法人に左右される。本来であれば，
企業体力が不足している法人の多い中小規模の法人
にこそ，健康経営への投資を行う意義があるといえ
る。このことは，個々の企業の利益や生産性のため
だけでなく，日本の労働力向上に寄与するものと考
えられる。そこで本研究では，法人規模別の健康経
営に関する実態調査の結果から，特に健康経営の取
り組みが困難とされている中小規模法人への導入課
題について検討する。

方法
　中小規模法人における健康経営に関する実態調査
のため，オンライン調査会社に委託し，従業員が 3
名以上 50名以下の法人における経営者を対象とする
WEB調査を実施した。中小企業庁（2025）に基づき，
対象者が経営する企業のうち，卸売・小売・サービ
スは 5名以下，それ以外の業種は 20名以下を小規模
法人（240社），その他を中規模法人の経営者（91社）
として，企業規模別に分析を行った。
　調査項目は，業種，従業員の勤務形態（フレック
ス制，テレワーク，シフト勤務について），健康経営
の認定要件に関する項目に対する取り組み状況につ
いて尋ねた。
　なお，本研究の実施にあたり，神戸学院大学心理
学部の人を対象とする研究等倫理審査委員会（HP24-
8），大阪人間科学大学大学院研究倫理委員会（院
2023-4）の承認を得ている。

結果
　はじめに，回答者が経営している業種および法人
規模別の内訳を Table 1に示す。業種の内訳は，中規
模法人では，サービス業 42.9％，卸売業 23.1％，小
売業 18.7％，その他は製造業，教育・学習支援業，
建設業などであった。小規模法人では，金融・保険・
不動産業 24.2％，建設業 14.6％，サービス業 13.3％，
製造業 10.8％，小売業 7.1％，医療・福祉・保育関係
6.3％，その他は運輸・通信・電気等，教育・学習支
援業などであった。

　また，勤務形態の内訳としては，中規模法人のフ
レックス制有 49.5％，テレワーク有 40.7％，夜勤有
9.9％，小規模法人はフレックス制有 27.1％，テレワー
ク有 27.5％，夜勤有 4.2％であった。
　次に，法人規模別の健康経営の認定要件項目の取
り組み状況について，小規模法人の結果を Figure 2，
中規模法人の結果を Figure 3に示す。

n n
32 13.3 39 42.9
6 2.5 2 2.2

20 8.3 21 23.1
58 24.2 1 1.1
26 10.8 3 3.3
9 3.8 1 1.1

17 7.1 17 18.7
35 14.6 2 2.2
4 1.7 0 0
1 0.4 1 1.1

15 6.3 1 1.1
17 7.1 3 3.3

nn

Table 1　
業種および法人規模別の内訳
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　健康経営の認定要件のうち，必須項目の取り組み
状況では「経営者自身の健診受診」について中規模
法人 57.1％に対し，小規模法人 33.8％，「受動喫煙対
策」は中規模法人 41.8％，小規模法人 15.8％，「（求
めに応じて）40歳以上の健診データの提供」は中規
模法人 29.7％，小規模法人 13.3％であった。一方で，
「健康宣言の社内外への発信」や「健康づくり担当者
の設置」，「取り組みに関する評価・改善」の実施率
については，中規模法人，小規模法人ともに 20％を
下回ることが示された。
　その他，中小規模法人の傾向として，「従業員の健
康診断受診（100％）」が中規模法人 57.1％，小規模
法人 27.5％，「受診勧奨に関する取り組み」は中規模
法人 46.2％，小規模法人 22.9％，「感染症予防」は中
規模法人 34.1％，小規模法人 19.2％，「長時間労働者
への対応」は中規模法人 27.5％，小規模法人 7.9％で
あるが，「ストレスチェックの実施」や「ヘルスリテ
ラシーの推進」，「ワーク・ライフ・バランスの推進」
など健康経営の実践に向けた土台作りに関わる項目
では中規模法人，小規模法人ともに 20％を下回る結
果が示された。

考察
　経営者を対象とした実態調査の結果から，健康経
営の取り組み状況として，全項目において中規模法
人よりも小規模法人の実施率が低いことが示された。
特に，中小規模法人の傾向として，健康診断の推進
や活用から始めることが想定されるが，「健診受診
100％（※やむを得ない理由を除く）」については，
中規模法人でも半数近くの法人で未だ健診の実施や
活用が行われていない現状にあり，小規模法人では
5社に 1社の実施に留まっていることが明らかとなっ
た。
　健康経営に関わる項目の中でも，実施率が高かっ
たのは「経営者自身の健診受診」であったが，中規
模法人でも 57.1％，小規模法人では 33.8％に留まっ
ていた。健診受診に関しては，経営者の健康意識を
高めていくことが最も重要であり，トップダウンの
働きかけにより従業員の受診率 100％を目標として
参加意識を高めるとともに，従業員の健康保持，健
康経営の推進が求められる。具体的には，社内にお
ける衛生管理関係者の任命を行い，健診受診につい
てポスターや社内報による周知を行ったり，健康維
持・増進のための啓蒙活動を企画・運営したりする
ことで，従業員に対する働きかけを強めることが望
まれる。
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Figure 2　
小規模法人における健康経営の取り組み状況
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Figure 3　
中規模法人における健康経営の取り組み状況
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　ヘルスリテラシーやメンタルヘルスなどに関わる
「ストレスチェックの実施」や「食生活の改善に向け
た取り組み」，「運動機会の増進に向けた取り組み」，
「メンタルヘルス不調者への支援体制の整備」などの
項目は，実施する際に専門的な知識が必要になって
くるが，それらの項目に関しては，小規模法人では
10％未満，中規模法人でも 20％未満であり，ほとん
どの法人で取り組むことができていない状況にある
ことが示された。
　また，健康経営の認定を受けるには，各項目を実
施するだけでなく，健康経営の取り組みに関する発
信や担当者の選定，評価や改善などを取りまとめ，
組織での実施体制を築く必要がある。この点におい
て，中小規模法人では活用できる資源が不足してい
る傾向が示唆された。
　本研究の課題として，今回の経営者向けの実態調
査では想定以上に中小規模法人における健康経営の
取り組み率が低かったため，法人規模や業種別の分
析など統計的な検定に耐えうるサンプル数に満たな
かったことが挙げられる。今後は，この実態調査で
明らかとなった中小規模法人における健康経営へ
の取り組みの実施率の低さの背景要因を詳細，かつ
具体的に調査していく必要がある。また，労働安
全衛生法の改正により，2025年 5月の公布から 3
年以内に従業員 50人未満の事業場においてもスト
レスチェックの実施が義務化される（厚生労働省，
2025）。これらの実態と社会的なニーズの高まりを機
に，中小規模法人における健康経営の認定を受けた
法人の実態調査や企業例の整理を行い，経営者に向
けた健康経営の周知や取り組み開始に関わる支援や，
地域の産業保健センター，産業医や心理専門職など
外部の専門家の連携の在り方について検討していく
ことが求められる。
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